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法令により定められた監査、検査及び審査を行う。

市の財務管理、事業の経営管理その他行政運営に関し、それらが公正で合理的かつ能率的に行われているかについ
て、監査委員が行う監査において適正に実施する。
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監査実施結果を監査の概要としてまとめ、庁
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現金等の取扱いについての現地監査の実
施、例月現金出納検査の日程の追加など監
査の充実が図れた。
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監査計画のもと、例月現金出納検査、決算・基金運用状況・財政健全化・経営健全化審査、定期監査、財政援助団体等
監査、工事監査等を適正に実施する。
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法令により定められた監査、検査及び審査を行う。
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直営 昭和47年度以前 地方自治法等

執行機関、財政的援助を与えている団体等

市の財務管理、事業の経営管理その他行政運営に関し、それらが公正で合理的かつ能率的に行われているかについ
て、監査委員が行う監査において適正に実施する。
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監査計画のもと、例月現金出納検査、決算・基金運用状況・財政健全化・経営健全化審査、定期監査、財政援助団体等
監査、工事監査等を適正に実施する。目
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事業：監査事業                           

監査計画のもと、例月現金出納検査、決算・基金運用状況・財政健全化・経営健全化審査、定期監査、財政援助

団体等監査、工事監査等を適正に実施した。 

細事業：監査事業                                

１．監査等の執行状況 

平成２５年度の監査計画に基づき次の表のとおり監査を実施した。 

なお、三日市都市開発株式会社を監査対象とした財政援助団体等監査は、 

監査委員事務局の事前調査を仰星監査法人に委託した。 

（右写真は、事前調査を委託した三日市都市 

開発株式会社の財政援助団体等監査の様子） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 例月現金出納検査…地方自治法第２３５条の２の規定に基づき毎月１回、会計管理者等から提出された検査資 

料について、その計数を関係諸帳簿と照合確認するとともに、保管現金の確認を行う検査 

※ 定期監査…地方自治法第１９９条第１項及び第４項の規定に基づき普通地方公共団体の財務に関する事務の執

行及び経営に係る事業の管理について行う監査 

※ 決算審査…地方自治法第２３３条等に基づき決算について、決算書等の関係諸表の計数を確認するとともに、

予算の執行が適正かつ効果的に行われているかなどの審査 

※ 随時監査…地方自治法第１９９条第１項及び第５項に基づき定例監査を補完するうえで、監査委員が必要と認

めるときに実施するもので、財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理について行う監査。 

※ 財政援助団体等監査…地方自治法第１９９条第７項の規定に基づき市が財政的援助を与えている団体の出納そ

の他の事務について行う監査 

２．会議・研修会への参加 

河内南都市監査委員会定期総会・事務研究会（4 月 15 日 2 人）、大阪府都市監査委員会定期総会・研修会（4 月

19 日 2 人）、近畿地区都市監査委員会総会・研修会（5 月 24 日 1 人）、全国都市監査委員会総会・研修会（8 月 29

日 3人）、河内南都市監査委員会委員・職員事務研究会（10月 16日 3人）及び北陸・東海・近畿三地区共催都市監

査事務研修会（10月 24日及び 25日 2人）に参加した。 

 

種別 時期 監査対象等 

例月現金出納検査※ ４月～３月 会計課・上下水道部 

定期監査※ 

４月～５月 市民協働室 

８月～１１月 会計課、市長公室及び総務部 

１２月～３月 産業振興部及び環境共生部 

２月～３月 市民生活部人権推進室 

決算審査※ ６月～８月 
公営企業会計，一般会計・特別会計， 

基金の運用状況，財政健全化・経営健全化 

随時監査※（工事監査） ９月～１２月 教育推進部 

財政援助団体等監査※ 

９月～２月 三日市都市開発株式会社 

１２月～２月 
公益財団法人河内長野市 

勤労者福祉サービスセンター 


